
自
然
分
娩
で
の
出

産
費
用
に
は
健
康
保

険
証
は
使
え
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
、
出
産
時

の
出
費
が
多
く
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
。
そ

こ
で
、
出
産
に
か
か

る
費
用
を
補
て
ん
す

る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
制
度
を
「
出

産
育
児
一
時
金
」
と

い
い
ま
す
。
健
康
保

険
の
被
保
険
者
や
そ

の
被
扶
養
者
が
対
象

で
す
。

妊
娠
四
か
月
（
85

日
）
以
上
で
、
一
児

出
産
ご
と
に
42
万
円

（
産
科
医
療
補
償
制

度
［
注
］
に
加
入
し

て
い
な
い
医
療
機
関

で
の
出
産
は
39
万
円
）

が
支
給
さ
れ
ま
す
。

出
産
時
に
ま
と
ま
っ
た
費
用
を

支
払
わ
な
く
て
も
よ
い
制
度
が
設

け
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
を

「
直
接
支
払
制
度
」
と
い
い
ま
す
。

こ
の
制
度
を
利
用
す
る
と
、
健

康
保
険
の
保
険
者
が
出
産
育
児
一

時
金
を
医
療
機
関
に
直
接
支
払
う

た
め
、
ま
と
ま
っ
た
出
産
費
用
を

準
備
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。

な
お
、
出
産
費
用
が
出
産
育
児
一

時
金
よ
り
も
少
な
か
っ
た
場
合
に

は
、
そ
の
差
額
が
保
険
者
か
ら
支

給
さ
れ
ま
す
。

直
接
支
払
制
度
の
な
い
医
療
機

関
や
直
接
支
払
制
度
を
利
用
し
な

い
で
出
産
す
る
場
合
、
妊
娠
四
か

月
（
85
日
）
以
上
で
あ
れ
ば
出
産

費
貸
付
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
こ
の
貸
付
は
無
利
子

で
、
出
産
育
児
一
時
金
か
ら
精
算

さ
れ
ま
す
の
で
、
急
に
医
療
機
関

へ
ま
と
ま
っ
た
費
用
の
支
払
い
が

必
要
と
な
っ
た
と
き
に
便
利
な
制

度
で
す
。

［
注
］
産
科
医
療
補
償
制
度
と

は
、
分
娩
に
関
連
し
て
発
症
し
た

重
度
脳
性
麻
痺
児
に
対
す
る
補
償

の
機
能
と
脳
性
麻
痺
の
原
因
分
析
・

再
発
防
止
の
機
能
と
を
併
せ
持
つ

制
度
を
い
い
ま
す
。

最
終
回
は
、
退
職
後
の
健
康
保

険
に
つ
い
て
掲
載
い
た
し
ま
す
。
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出
産
費
用
の補

て
ん

負
担
軽
減
の
た
め
に

直
接
支
払
制
度
を

利
用
し
な
い
と
き

万
一
の
こ
と
が
あ
っ
て
も
、

黙
っ
て
待
つ
だ
け
で
は
年
金

を
受
給
す
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。

年
金
事
務
所
や
年
金
相
談

セ
ン
タ
ー
に

★

行
く
時
間
が
無
い
方

★

遠
く
て
行
け
な
い
方

ぜ
ひ
ご
利
用
下
さ
い

※
受
付
の
み
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

回
答
は
、
受
付
日
の
翌
々
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

メールでご相談の方

ＦＡＸでご相談の方

メールアドレス
k-fujita@k-fujita-sr.com

ＦＡＸ番号
075（571)8611

相
談
ご
希
望
の
方
は
、
連
絡

先
・
生
年
月
日
・
性
別
・
で
き

る
だ
け
具
体
的
な
相
談
内
容
を

記
載
の
上
、
左
記
の
方
法
で
ご

連
絡
く
だ
さ
い
。

お
客
様
の
個
人
情
報
は
、
弊

所
の
個
人
情
報
保
護
方
針
に
基

づ
き
厳
重
に
管
理
い
た
し
ま
す
。

「
ね
ん
き
ん
」

無
料
相
談
受
付
中

給付申請は必要？ それとも不要？ 確認してみよう

医療機関との間で直接支払制
度を利用する契約を締結した

出産の医療機関では産科医
療補償制度に加入している

出産費用が42万円以上であった

申請が必要です

出産費用が
39万円以上であった

申請は不要です

差額分の申請が必要です

≪スタート≫

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

いいえ



従
業
員
を
１
人
で
も
雇
っ
た
場
合

に
は
、
事
業
主
は
労
働
保
険
に
加
入

す
る
よ
う
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
残
念
な
が
ら
加
入
し
て
い

な
い
事
業
主
も
存
在
し
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
未
加
入
の
事
業
主
の

も
と
で
働
く
従
業
員
は
、
労
災
事
故

に
あ
っ
た
と
き
や
失
業
し
た
と
き
な

ど
に
、
速
や
か
に
労
災
補
償
や
失
業

給
付
を
受
け
ら
れ
な
い
可
能
性
が
あ

り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
未
加
入
事
業
主
を
な

く
そ
う
と
、
厚
生
労
働
省
は
「
労
働

保
険
の
適
用
事
業
場
検
索
」
を
厚
生

労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
に
開
設
し
、

誰
に
で
も
簡
単
に
事
業
主
が
労
働
保

険
に
加
入
し
て
い
る
か
ど
う
か
、
を

確
認
で
き
る
よ
う
に
し
ま
し
た
。

事
業
所
在
地
の
都
道
府
県
名
と
、

事
業
主
名
ま
た
は
所
在
地
を
入
力
す

る
と
、
労
働
保
険
の
加
入
状
況
を
閲

覧
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

【
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

→

「
行
政
分
野
ご
と
の
情
報
」
の
「
労

働
基
準
」
→
「
労
働
保
険
の
適
用
徴

収
」
→
「
労
働
保
険
に
関
す
る
総
合

情
報
は
こ
ち
ら
」
→
「
労
働
保
険
適

用
事
業
場
検
索
」
で
閲
覧
】

本
年
最
初
の
給
料
の
支
払
を
受
け

る
日
の
前
日
ま
で

○
給
与
所
得
者
の
扶
養
控
除
等
申
告

書
の
提
出

［
給
与
の
支
払
者
］

○
本
年
分
所
得
税
源
泉
徴
収
簿
の
書

換
え

［
給
与
の
支
払
者
］

一
〇
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届

の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し
た
労

働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始
届

の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有
期
事

業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

三
〇
日

○
労
働
者
死
傷
病
報
告
の
提
出
（
休

業
四
日
未
満
、
一
〇
月
～
十
二
月
分
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報
告

書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・
納

付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提
出

［
公
共
職
業
安
定
所
］
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所
得
税
の
扶
養
控
除
が
見
直
し

さ
れ
、
今
年
か
ら
16
歳
未
満
に
対

す
る
扶
養
控
除
廃
止
や
特
定
扶
養

親
族
の
範
囲
が
19
歳
以
上
23
歳
未

満
に
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

子
ど
も
手
当
の
財
源
を
確
保
す

る
と
は
い
え
、
気
が
付
け
ば
単
な

る
増
税
で
終
わ
ら
な
い
よ
う
目
を

光
ら
せ
て
い
な
け
れ
ば
…
（
ぎ
ん
）

編
集
後
記

藤田社会保険労務士事務所

京都市伏見区小栗栖南後藤町6-31-408

TEL・FAX 075-571-8611

E-mail

k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

Ｑ
当社では、1日の残業時間について30分刻みで

時間をカウントしています。たとえば1日の残業

時間が1時間45分の場合には、1時間30分としての残業

代を支払っています。ところが、最近入社した社員が

「残業時間の計算が間違っているのではないか」と言っ

てきました。どこが間違っているのでしょうか。

Ａ
時間外の割増賃金を計算する場合には、原則と

して、たとえ１分であっても労働時間としてカ

ウントしなければなりません。たとえば、1日の残業時

間が1時間45分の日と2時間10分の日があれば、2日間

の合計3時間55分を残業時間として時間外の割増賃金を

計算しなければいけません。しかし、分刻みの残業時間

管理が給与計算上煩雑になることもあります。

そこで、以下の方法での端数処理は「これを、違反と

して取り扱わない」（S63.3.14基発第150号）として

います。

（1）１か月における時間外労働、休日労働及び深夜業

の各々の時間数の合計に１時間未満の端数がある

場合に、30分未満の端数を切り捨て、それ以上を

１時間に切り上げること。

（2）１時間当たりの賃金額及び割増賃金額に円未満の

端数が生じた場合、50銭未満の端数を切り捨て、

それ以上を１円に切り上げること。

（3）１か月における時間外労働、休日労働、深夜業の

各々の割増賃金の総額に１円未満の端数が生じた

場合、(2)と同様に処理すること。

つまり、１日を単位にして、30分未満の端数を切り捨

て、それ以上を１時間に切り上げることは違法となりま

す。

一
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

時間外労働時間の端数処理

一
人
で
も
雇
っ
た
ら
、
加
入
！

加
入
状
況
を
確
認
で
き
ま
す


